平成２５年第２回館山市国民健康保険運営協議会
議事録（審議事項）概要

＜審議事項（諮問）＞
（１）平成２５年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について

※上記、審議事項について説明等を行いましたが、その概要については以下のとおりです。
審議事項（説明概要）
　①平成２４年度国民健康保険特別会計の決算見込みについて
歳出の合計は予算現額６９億３，３７５万６千円に対して、支出済額６７億３，９１１万円を見込み、対前年度比では２億７，７８８万４千円の増、率にして４．３パーセントの増です。なお、対前年度比については、平成２３年度決算額との比較です。
　　　歳出の主なものについてですが、まず、保険給付費では、予算現額４６億３，１０８万７千円に対して、支出済額４５億１，５７１万２千円を見込み、対前年度比では約２パーセントの増、支出全体に占める割合は約６７パーセントです。
　　　次に、後期高齢者支援金等ですが、予算現額８億６，５６５万６千円に対して、支出済額８億６，５５９万７千円を見込み、対前年度比では約８．４パーセントの増、支出全体に占める割合は約１２．８パーセントです。
　　　　次に、介護納付金ですが、予算現額３億９，５８４万２千円に対して、支出済額３億９，５８４万１千円を見込み、対前年度比では約４．５パーセントの増、支出全体に占める割合は約５．９パーセントです。
次に、共同事業拠出金ですが、予算現額７億２，５９８万４千円に対して、支出済額６億８，４６３万９千円を見込み、対前年度比では約１．０パーセントの増、支出全体に占める割合は約１０．２パーセントです。
　　　次に、基金積立金ですが、予算現額と同額の９，００８万５千円を見込み、対前年度比では約１２．５パーセントの増、支出全体に占める割合は約１．３パーセントです。なお、基金積立金については、平成２３年度の繰越金の半額及び基金利子を基金へ積み立てたものです。
　　　歳入の合計は予算現額６９億３，３７５万６千円に対して、収入済額６９億５，０９０万７千円を見込んでおり、対前年度比では２億２，１３５万円の増、率にして約３．３パーセントの増です。
　　　歳入の主なものについてですが、保険税では、現年課税分と滞納繰越分の合計で、予算現額１５億９，８８９万１千円に対し、収入済額は１７億５，４１６万円を見込み、対前年度比では１１５万６千円の減、収入に占める割合は約２５．２パーセントです。
　　　徴収率については、現年課税分が平成２３年度８８．９５パーセントに対して、平成２４年度は９０．３６パーセントを見込み、滞納繰越分は平成２３年度１６パーセントに対して、平成２４年度は１９．１４パーセントを見込んでいます。
　　　次に、国庫支出金ですが、収入済額を１５億６，１５６万５千円で見込み、対前年度比では約４．３パーセントの減です。
次に、療養給付費等交付金ですが、収入済額を３億７，８８６万８千円で見込み、対前年度比では約１７．５パーセントの増です。
次に、前期高齢者交付金ですが、収入済額を１４億５，２２２万６千円で見込み、対前年度では約６．６パーセントの増です。
次に、県支出金ですが、収入済額を３億８，８４８万８千円で見込み、対前年度比では約２３パーセントの増です。
次に、共同事業交付金ですが、収入済額を７億１，３７８万円で見込み、対前年度比では約２．４パーセントの減です。
次に、繰入金ですが、収入済額を４億７６万５千円で見込み、対前年度比では約６．５パーセントの増です。
次に、繰越金ですが、収入済額を２億６，８３３万１千円で見込んでいます。
収入済額の合計６９億５，０９０万７千円から支出済額の合計６７億３，９１１万円を差し引いた２億１，１７９万７千円が次年度への繰越額となります。
次に、国民健康保険財政調整基金ですが、平成２４年度末の館山市の基金残高は３億２，７２４万３，０７０円を見込んでいます。
　　　平成２４年度は、１件当たりの医療費が高額となる件数が増えたことや診療報酬の改定などから、療養給付費や高額療養費の増額補正を計上しました。その際、歳出予算に対する歳入予算の不足分を財政調整基金からの繰り入れで調製しました。その際の基金繰入額の合計は１億７，１６５万８千円で、そのときの基金残高は１億５，５４９万９，８０３円でした。しかしながら、平成２４年度の剰余金が見込まれることから、平成２４年度中に財政調整基金から繰り入れた１億７，１６５万８千円を基金に繰り戻し、基金残高として適正規模と考える３億２，７２４万３，０７０円を見込んでいます。
　②平成２５年度国民健康保険特別会計の６月補正予算案について
　　　今回の補正予算案につきましては、平成２４年度の医療費実績額が確定したことに伴い、また、後期高齢者支援金、介護納付金等の支払額の大きなものが確定したことから、当初予算の歳出と国民健康保険税の現年課税分以外の歳入予算を調製した結果で、今年度必要な税収額の総枠を算出し、また、この時期、住民税などの申告による被保険者の所得も確定することから、今年度必要な税収を確保するため、被保険者の所得に対して、どのくらいの税率を設定しなければならないかを算出したところ、平成２５年度の税率につきましては、平成２４年度の税率で据え置く補正予算案を編成しました。
歳入歳出予算の補正額は、それぞれ２，５９４万８千円を増額し、７０億５，８０９万５千円にしようとするものです。
　　　歳出予算のうち、保険給付費ですが、今回補正をする療養給付費、療養費、高額療養費について、当初予算では平成２４年度の医療費の見込みを半年分の実績をもとに推計していましたが、この時期になると、２４年度の実績がほぼ確定することから、その実績を加え、３年間の実績をもとに再度積算し直したところです。
　　　まず、保険給付費中、療養諸費の療養給付費ですが、診療費の減により１億４３１万３千円の減額をするものです。
　　　次に、療養費ですが、診療費の減により１８５万５千円の減額をするものです。
　　　次に、高額療養費ですが、診療費の増により２０９万８千円の増額をするものです。
　　　この結果、保険給付費全体では、１億４０７万円の減額補正をするものです。
　　　次に、後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等、老人保健拠出金及び介護納付金については、社会保険診療報酬支払基金などからの今年度の支払通知額により、後期高齢者支援金等は３５２万９千円の減額、前期高齢者納付金等は２０万６千円の増額、老人保健拠出金は６千円の減額、介護納付金は１８６万６千円の減額をそれぞれするものです。
次に、基金積立金ですが、平成２４年度繰越金から基金への繰り戻し及び過年度返還金を差し引いた額の２分の１の額７，５００万円を積み立てるものです。
　　　次に、諸支出金ですが、平成２４年度療養給付費等負担金の清算に伴うもので、６，０２１万３千円の増額補正をするものです。
　　　次に、歳入予算のうち、国庫支出金の療養給付費等負担金ですが、歳出の一般被保険者の療養給付費の減により、３，３４６万１千円の減額をするものです。
次に、財政調整交付金ですが、過去３年間の平均値により算出しており、平成２４年度の実績を加え再計算した結果、２１１万円の減額をするものです。この結果、国庫支出金全体では、３，５５７万１千円の減額をするものです。
　　　次に、療養給付費等交付金ですが、７８２万９千円の増額をするものです。内訳ですが、現年度療養給付費等交付金については、退職被保険者分の療養給付費等から退職者の保険税を控除したものが交付される仕組みとなっており、１，４７８万２千円の減額をするものです。
　　　次に、過年度療養給付費等交付金ですが、平成２４年度の退職被保険者等に係る医療費の清算に伴い、平成２４年度分の交付金の追加交付が見込まれるため、２，２６１万１千円の増額をするものです。
　　　次に、前期高齢者交付金ですが、社会保険診療報酬支払基金からの通知額により１７５万７千円の減額をするものです。
　　　次に、県支出金ですが、財政調整交付金を８０１万３千円の減額をするものですが、前年度の歳出の一般被保険者の療養給付費の減に伴うものです。
　　　次に、繰入金ですが、税率を据え置いたことにより生じる歳入の不足分を財政調整基金から繰り入れる財政調整基金繰入金で、４６３万６千円の増額をするものです。
次に、繰越金ですが、繰越額を平成２４年度収支差引残高の２億１，１７９万７千円に合わせ、１億９，１７９万７千円の増額補正をするものです。
次に、国保税の現年課税分についてですが、国民健康保険特別会計予算では、歳出予算総額から国庫支出金などの歳入予算額を差し引いた不足分を国民健康保険税などで確保していく必要があります。平成２５年度については、平成２４年度と同じ税率を採用することで、必要額を確保できる見込みです。
今回の６月補正予算での国保税の現年課税分については、１億３，２９７万３千円を減額し、総額１４億７，１８８万７千円にするものです。具体的に説明すると、国民健康保険税は７４歳以下の方が被保険者となる「医療給付費分」、「後期高齢者支援金分」、４０歳以上６４歳以下の方が被保険者となる「介護納付金分」の３項目で構成されています。医療給付費分は１１億２，６８７万８千円、後期高齢者支援金分は２億１，５９１万６千円、介護納付金分は１億２，９０９万３千円、これらの合計額１４億７，１８８万７千円が６月補正後の国保税の現年課税分となります。それぞれの項目には、所得割に係る部分があります。５月になると、平成２５年度市県民税課税の基礎となる所得が整理確定されてくるので、国民健康保険の被保険者の所得集計が可能となります。この国民健康保険の被保険者の所得集計により、必要とされる国民健康保険税を税率を含めて算出します。国民健康保険税の医療給付費分になりますが、平成２５年度市県民税課税の基礎となる所得の整理確定によりまして、国民健康保険税の被保険者の所得を集計いたしますと、所得割の所得割課税基準額が１０５億１，１８１万８千円となります。平成２４年度本算定時における所得割の所得割課税基準額の９９億２，１７８万円６千円と比べますと、約５億９千万円、５．９５パーセント増加しています。
この増えた要因としては、平成２４年度が東日本大震災の影響があったことから、２４年中の所得については、それが回復しているのではないかと考えています。なお、平成２３年度における所得割の所得割課税基準額は、１０２億６，０９２万円です。この所得割課税基準額に税率を乗じて得た額と平成２５年度に見込まれる被保険者総数及び被保険者世帯総数に税率を乗じて得た額の合計額が、課税総額（算出税額）で、１５億４，９２５万４千円となります。
この課税総額のうちには、医療給付費分における国民健康保険税の軽減措置による減収分であるとか、課税限度額として５１万円が設けられていますが、この課税額が５１万円を超える部分の切り捨てられる額も含まれています。
まず、低所得者の軽減とはどういうことかといいますと、所得総額が３３万円以下の世帯、所得総額が３３万円と２４万５千円に、被保険者数に特定同一世帯所属者数を加えた数を乗じて得た額の合計額以下の世帯、さらに所得総額が３３万円と３５万円に、被保険者数に特定同一世帯所属者数を加えた数を乗じて得た額の合計額以下の世帯を対象に、被保険者均等割額や世帯別平等割額の７割、５割または２割を軽減する制度です。７割軽減に該当する場合には、被保険者均等割額について本来２万３，４００円のところ、その７割の１万６，３８０円を減額して、７，０２０円となります。また、５割、２割軽減に該当する場合や世帯別平等割額についても、同様の扱いとなります。
これらの低所得者の軽減に伴う減収分の総額が第２３条軽減額１億４，９５６万２千円として算出され、また、課税限度を超える額が８，９８８万７千円と算出され、これらを控除した額が調定見込額１３億９８０万５千円と算出されます。
先ほど説明しました１３億９８０万５千円が調定額ですが、これに対して、平成２４年度本算定時と同じ徴収率で予算額を算出しています。仮に、所得から算出する税額が不足する場合には、所得割の税率等の変更を行うことになろうかと考えています。
次に、医療給付費分について、平成２４年度と平成２５年度の本算定時における課税総額や調定見込額等を比較すると、税率の変更はありませんが、所得割課税基準額の元となる所得の増により、課税総額の増、軽減世帯数と軽減税額の減、限度額超過分世帯数や切り捨て税額の増となっています。
次に、後期高齢者支援金分の課税額等についてですが、先ほどの医療給付費分と同様の考え方で計算を行った結果、課税総額が２億８，８５２万４千円、調定見込額が２億５，０９５万５千円となり、低所得者の減額については、医療給付費分の軽減措置と同様です。また、現行と改正案の比較については、先ほどの医療給付費分と同様に、所得割課税基準額のもととなる所得の増により、課税総額の増、軽減世帯数と算出税額の減、限度額超過分世帯数の増となっています。
次に、介護納付金分の課税額等ですが、先ほどの医療給付費分と同様の考え方で計算を行った結果、課税総額が１億８，２６８万円、調定見込額が１億５，６５８万５千円となり、低所得者の減額については、医療給付費分のときと同様です。また、現行と改正案の比較ですが、こちらにつきましても税率の変更はありません。所得割課税基準額の元となる所得は増となっているものの、被保険者総数は、６５歳以上になる人数がいわゆる団塊の世代により多くなる一方、４０歳となる人数がそれに比べて少ないということで、被保険者総数が減となっています。
所得割課税基準額の元となる所得の増により、軽減世帯数に係る算出税額は減となり、限度額超過分世帯数や算出税額所得割課税基準額は増となっています。
　　　最後に、平成２４年度と平成２５年度の本算定時における１人当たりの調定額を比較すると、まず、医療給付費分の被保険者１人当たりの調定額は、平成２５年度７万２，２７３円となり、平成２４年度７万１，２１９円に比較して、１，０５４円の増となっています。次に、後期高齢者支援金分の被保険者１人当たりの調定額については、平成２５年度１万３，８４７円となり、平成２４年度１万３，６１２円に対して、２３５円の増となります。次に、介護納付金分の被保険者１人当たりの調定額については、平成２５年度２万２，１１０円となり、平成２４年度２万１，７１５円に比較して、３９５円の増となっています。
　　　以上で、平成２５年度館山市国民健康保険特別会計６月補正予算の国保税の現年課税分の説明を終わります。

　

③館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について
今回の条例改正については、地方税法の改正に伴うものです。平成２０年度から後期高齢者医療制度が創設されましたが、これにより、国民健康保険に加入していた７５歳以上の方については、国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行することになりました。この際に、同じ世帯に属する国民健康保険の被保険者の国民健康保険税が負担増とならないように特例措置を設けました。
　　　特例措置については、国民健康保険世帯で誰かが７５歳以上となって後期高齢者医療制度に移行した後、国民健康保険単身世帯となった世帯を特定世帯といいますが、例えば、夫婦２人世帯で旦那さんが７５歳以上となった世帯を特定世帯といいます。また、特定同一世帯所属者というのは、国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行した人、先ほどの例でいいますと、７５歳以上になった旦那さんになります。

　　　特例措置については、平成２０年度から始まり、５年間の措置と定められていましたが、平成２５年度以降にも、これらの特例措置を受けられなくなる世帯が生じてくるために、特例措置の恒久化と延長を行おうとするものです。

均等割、平等割の軽減判定においては、こうした後期高齢者医療制度移行者、特定同一世帯所属者がいる場合、移行前後で軽減割合判定に影響が生じないよう移行した人の人数、所得も含めて判定をします。この軽減判定、７割、５割、２割に特定同一世帯所属者数を含める措置は、５年間に限ったものでしたが、平成２５年度の改正で恒久化されましたということです。

具体例として、夫婦２人世帯で２割軽減の適用世帯、夫は世帯主であり、後期高齢者で所得９０万、妻が国保で所得ゼロ円という世帯の場合、現行の制度ですと、１年目から５年目までについては、軽減判定を行う際、３３万円に２人いると仮定して、３５万円を掛けた１０３万円に、これ以下かどうかで判定を行いますが、現行の制度ですと、６年目以降については、後期高齢者医療制度に移行した人の人数を含めないで、１人として軽減している形になっていました。これを改正後は６年目以降も後期高齢者医療制度に移行した人数を含めて、今までどおりに判定をしようとするものです。

もう一つの特例の改正ですが、国民健康保険被保険者が後期高齢者医療への移行により、残る世帯員が国民健康保険単身世帯となった場合、その世帯に係る平等割額を軽減するという制度があります。現行では５年間２分の１ですが、これに加えて、改正案は６年目から８年目について、４分の１を軽減しようとするものです。

具体例をあげると、現行では均等割と世帯別平等割で７万６，２００円ですが、特定世帯となった場合には、世帯別平等割を半額にして、全体で３万８，１００円となります。現行制度ですと、これが６年目からは世帯別平等割がもとに戻って、５万２，８００円となります。

改正案については、これに加えて、６年目から８年目までの期間について、世帯別の平等割額の４分の１の軽減措置を加えて、この間４万５，４５０円として、９年目からは現行の６年目と同様の５万２，８００円にしようとするものです。

この他、地方税法の改正により所要の改正を行う予定です。条例改正の説明は以上です。

審議事項（質疑応答等）
【質疑　①】２４年度歳出の諸支出金、当初予算とか２月の補正だと、返還金と表記されているが、これが諸支出金に変わったということか。

【①の回答】予算科目としては、諸支出金です。内容としては今までどおり返還金です。この度、他の科目と同様、予算科目に合わせて、改めさせていただきました。
【質疑　②】２５年度の歳出で、出産育児諸費が昨年と同額の予算だが、決算上は支出が少なかった。予算の積算方法について教えてください。
【②の回答】出産育児一時金ですが、過去１０年間で、一番多い年の給付申請件数をもとに予算計上しました。
【質疑　③】２５年度の歳入で、２４年度と比べて前期高齢者交付金が３億円ぐらい増えているが、何の名目で、どこから来るお金なのか。
【③の回答】前期高齢者というのは、６５歳から７４歳の方を対象としていま　す。前期高齢者交付金については、全国の前期高齢者被保険者の平均値から、多い市町村に交付され、社会保険診療報酬支払基金から支払われます。なお、少ない市町村では社会保険診療報酬支払基金に納付するという仕組みです。
【質疑　④】平成２４年度の決算見込み中、歳入の県支出金が予算額に比べて６．４４パーセント伸びていて、前年度比だと２３．０１パーセントも伸びているが、増えた理由を教えてください。

【④の回答】国庫支出金中、診療給付費等負担金が２パーセント引き下げられた分が、県支出金に振り替わったため、県支出金が前年度より伸びています。

【質疑　⑤】歳出の総務費が８，４００万円ぐらいで、決算で見ると、対前年度比で２７４．３９パーセントということになっているが、増えた理由を教えてください。

【⑤の回答】総務費については、以前、一般会計で計上していた人件費を平成２４年度より組み入れたため、増額となっています。組み入れた理由ですが、館山市の他の特別会計のすべてが人件費を含めていることから、他の会計との整合性を考慮したこと、また、国保事務として、いくらかかるかを明確にするためです。
【質疑　⑥】国民健康保険税の介護納付金分で、徴収率が一般で８０．５パーセント、これが医療給付費分とか後期高齢者支援金分の８５．５パーセントに比べると低くなっているのはなぜか。

【⑥の回答】現実的に介護納付金の一般分の徴収率が低くなっています。その理由ですが、対象者が年齢的に若い世代であるためだと思われます。
【質疑　⑦】前回の２月の運営協議会のときに意見をしたが、ホームページに議事録を公表していただきたいと思うが、いかがか。

【⑦の回答】検討した結果、議題の審議事項について、公開していきたいと考えています。
【委員意見】国保は、実に市町村によって違うし、県によっても交付金のバランスが違うし、もちろん医療費も関西とか九州とかはちょっと高いといった中で、この辺の公平感をどうやっていこうか議論をしていく必要があると思う。

　　　　　　　実際、館山市の国保会計では、全体の６９億円中、税金は１６億円ぐらいしかない。あとは、国や県の交付金だとか補助金で賄っている。このように、手厚くやられている地域と、そうでない地域とができているのが現実なので、その辺を建設的に前向きに考えていないと、全然、議論が進んでいかない。その辺の感覚を持っていただきたい。

　　　　　　　それと、館山市に関しては、税の徴収率がとても高いということは立派なことだと思う。

【質疑　⑧】館山市の被保険者で健康保険を使っていない、いわゆる健康な方は、昨年度ではどのくらいいたのか。

【⑧の回答】年間での数値はつかんでおりませんが、参考として、去年の９月のレセプトのデータから、国保の対象者のうち、診療がない、要はレセプトのデータがない方が８，１１７人いらっしゃいました。率にすると、約４０パーセントから４３パーセントぐらいの方が、２４年の９月だけですと、国保の保険を使っていない方と思われます。
【委員意見】年間を通して、使っていない（健康な）方は、かなり少ない。
できたら、そういった方の年代別統計とかをとっていただければ、より健康な方が少しでも増えるのではないかと思う。

【委員意見】そういった統計は、健康保険組合で一部とっているが、国保ではとっていないと思う。

＜審議事項結果（答申）＞

　　審議事項の（１）平成２５年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について、原案どおり答申する。
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